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緊急要望 

コロナウイルス感染の急拡大による演劇公演中止についての支援要請 

 

 ７月現在、拡大するオミクロン株 BA5 により、日本の新規感染者数が世界一位となり、国

内の記録としても過去最大の感染者数を記録しています。そんな中、できるかぎり社会活動

と共存をとの方針で、行動制限は出されていません。 

 しかし感染者数の分母があがるととうぜん、演劇における出演者、スタッフ等の公演関係

者の感染が増加し、結果、中止を余儀なくされる公演が相次いでいます。それは、何千人も

集めるような大規模から出演者の少ない小規模公演まで過去に例を見ないほどの状況で、

複数の公演中止が連日決定し、とどまることがありません。これによって、劇団、芸術団体

が大きな打撃を受けその継続が危機に瀕しているだけでなく、キャンセルされる俳優、スタ

ッフの人件費や劇場費等の公演関連経費を支払う財源が確保されない状況が生まれていま

す。 

 ここまで、文化芸術の存続に対してたくさんの支援策が生まれ、なんとか公演を継続して

きました。この事態に対して経産省、厚労省等を通じての民間事業者への支援に加えて、文

化庁での継続支援事業や AFF 事業などがコロナ禍対策の補正予算で組まれたことで、演劇

関係者は今日まで何とか息をつないでいるというのが現状ですし、そこに対して感謝して

います。昨年には公演中止に対するキャンセル料支援が経産省 Jlod 事業や文化庁 AFF 事業

に組み込んでいただくことで、大きな支えを得たことも確かです。 

しかし、現在起こっていることは、今までのスキームでは支えきれない状況を産んでいま

す。 

 それは、中止になった公演に対する支援が、「緊急事態宣言」や「まん延防止等重点措置」

等、政府からの強制的な行動制限が行われている中での公演中止に限るという条件に基づ

くものだからです。また AFF の場合、１２月までに延期した公演を実行すれば行動制限中の

中止でなくてもキャンセル料をいただけますが、１年前から動いても劇場が取れない現状

では、ほぼ不可能な条件といえます。そして実行できたとしても採択時の定額助成金額内で

のことになりますので、実質２公演分をその金額で賄わなければならなくなり、さらに赤字

が拡大するという可能性もあります。 

 感染は過去最大、しかし行動制限はなされていない、また隔離条件等があるという現在の

状況は、ここまで３年続くコロナ禍においても、まったく新しい局面を迎えていると言えな

いでしょうか。 

 この新しい局面をコロナと社会活動が共存していくために通らなければいけない状況と

捉えたとき、文化芸術のための支援も、それに対応した新しい緊急支援のかたちが必要なの

ではないかと考えます。 

  この事態に対して、演劇関連団体で構成する私たち演劇緊急支援プロジェクトは以下

の項目について緊急に検討してくださるよう要望いたします。 

 



要望事項 

 

一、  出演者、公演関係者が感染、陽性確認され、上演中止に追い込まれた劇団、

公演主催者へ損失金額に応じた一定額の支援を行う施策を今年度補正予算

で組まれることを要望します。また公演中止によって生まれた収入の損失に

対する一定額の補償という性格のものとし、その使途を問わないものとして

いただければと要望します。 

      なおその際、芸術文化振興基金内に作られた民間資金による芸術文化創造

復興基金に対して国費を投入することで、復興基金をより有効に機能させる

ことも検討して頂ければと存じます。 

 

一、  また、これらの公演の中止に際して出演料、人件費等でのキャンセル料の

受け取りが困難になったフリーランスの俳優、スタッフに対しても、持続化

給付金、月次給付金のような定額支援の適用を要請します。 

 

一、  なおこの感染状況によって芸術団体の多くが困難に直面しているという

現状にあって、文化庁及び経産省関連の文化芸術分野での補助金の円滑かつ

早期の支払い、また概算払いの適用などをお願い申し上げます。 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



演劇緊急支援プロジェクト 参加団体 

 

ARCT 

演劇支援プロジェクト SAVE THE THEATRE 

(公社) 教育演劇研究協会 

(公財) 現代人形劇センター 

(公社) 国際演劇協会日本センター 

(特非) シアター・アクセシビリティ・ネットワーク 

小劇場エイド基金 

全国小劇場ネットワーク 

全国演劇鑑賞団体連絡会議 

全国児童・青少年演劇協議会(全児演) 

(一社) 全国専門人形劇団協議会(全人協) 

全国舞台テレビ照明事業協同組合(全照協) 

日本演劇学会 

(一社) 日本演劇教育連盟 

(公社) 日本演劇協会 

(一社) 日本演出者協会 

(一社)日本エンターテイメント連盟 

(一社) 日本芸能ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ事業者協会(マネ協) 

(一社) 日本劇作家協会 

(一社) 日本劇場技術者連盟 

(公社) 日本劇団協議会 

日本児童・青少年演劇劇団協同組合(児演協) 

(公社) 日本児童青少年演劇協会 

(公社) 日本照明家協会 

日本新劇製作者協会 

日本新劇俳優協会 

(特非) 日本青少年音楽芸能協会(青音協) 

(協組) 日本俳優連合 

(公社) 日本舞台音響家協会 

(一社) 日本舞台監督協会 

(一社) 日本舞台美術家協会 

(特非) 舞台芸術制作者オープンネットワーク(ON-PAM) 


